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新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）の関連条文 

 

 

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）（抄） 

（新型インフルエンザ等緊急事態宣言等） 

第 32 条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等（国民の生命及び健康に著しく重大

な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するものに限る。以下

この章において同じ。）が国内で発生し、その全国的かつ急速なまん延により国民生活

及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあるものとして政令で定める要

件に該当する事態（以下「新型インフルエンザ等緊急事態」という。）が発生したと認め

るときは、新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲げる事項の公示（第

５項及び第 34 条第１項において「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」という。）をし、

並びにその旨及び当該事項を国会に報告するものとする。 

一～三 （略） 

２～６ （略） 

（感染を防止するための協力要請等） 

第45条 （略） 

２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエン

ザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済

の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間

及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間において、学校、

社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに限る。）、興行場（興

行場法（昭和23年法律第137号）第１条第１項に規定する興行場をいう。）その他の政

令で定める多数の者が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催

する者（次項において「施設管理者等」という。）に対し、当該施設の使用の制限若

しくは停止又は催物の開催の制限若しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう

要請することができる。 

３・４ （略） 

 

 

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成 25 年政令第 122 号）（抄） 

（使用の制限等の要請の対象となる施設） 

第 11 条 法第 45 条第２項の政令で定める多数の者が利用する施設は、次のとおりとす

る。ただし、第３号から第 13 号までに掲げる施設にあっては、その建築物の床面積の

合計が 1,000 平方メートルを超えるものに限る。 

一 （略） 

二 保育所、介護老人保健施設その他これらに類する通所又は短期間の入所により利用

される福祉サービス又は保健医療サービスを提供する施設（通所又は短期間の入所の

用に供する部分に限る。） 

三～十四 （略） 

２ （略） 


